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第１章 進捗状況に関する評価の位置付け    

 
 １ 評価の目的 

 

我が国は、国民皆保険の下、誰もが安心して医療を受けることができる医療制度

を実現し、世界最長の平均寿命や高い保健医療水準を達成してきました。 

 

しかし、急速な少子高齢化、経済の低成長、国民生活や意識の変化等医療を取り

巻く環境が変化してきています。 

 

そのような中、国民の安全・安心の基盤である国民皆保険を堅持し続けていくた

めには、国民の生活の質の維持及び向上を確保しながら、国民の健康の保持、良質

かつ適切な医療の効率的な提供に向け、それぞれ政策目標を設定し、これらの目標

の達成を通じて、結果として将来的な医療費の伸びの適正化を図ることが重要です。 

 

このための仕組みとして、平成18年の医療制度改革において、平成20年度から５

年ごとに、５年を１期として医療費適正化を推進するための計画（以下「医療費適

正化計画」という。）を国及び都道府県は作成することとされたため、高齢者の医

療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下「法」という。）に基づき、平

成20年10月に佐賀県医療費適正化計画（第１期）を策定しました。 

 

計画では、保険医療を取り巻く現状と課題を分析し、今後の県民の健康と医療の 

在り方を展望し、県民の生活の質を確保・向上する形で、医療そのものの効率化を

めざすため、医療費適正化に向けた目標として、計画（平成20年度～平成24年度）

の最終年度である平成24年度における、（１）県民の健康の保持の推進に関する目

標値、（２）医療の効率的な提供の推進に関する目標値を設定しています。 

 
（１） 県民の健康の保持の推進に関する目標値 

目標項目 目標値 

①特定健康診査※１の実施率  ７０％ 

②特定保健指導※２の実施率  ４５％ 

③メタボリックシンドローム※３の該当者及び予備群の 

減少率（対平成 20 年度） 
１０％ 

 
※1 特定健康診査（以下「特定健診」という） 

       糖尿病等の生活習慣病、とりわけ内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の該当者・予備

群を減少させるため、保健指導を必要とする対象者を的確に抽出するための健康診査 

※2 特定保健指導 

        糖尿病等の生活習慣病の予備群の者に対して、自らの生活習慣における課題に気づき、健康的な

行動変容の方向性を自ら導きだせるように支援すること     
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  ※3 メタボリックシンドローム(内臓脂肪症候群) 

     内臓脂肪型肥満に加えて、高血糖、高血圧、脂質異常のうちいずれか２つ以上を併せ

もった状態のことをいう。 

 （出典：「標準的な健診・保健指導プログラム（確定版）」） 

 

 （２） 医療の効率的な提供の推進に関する目標値 

 

目標項目 目標値 摘 要 

 

①療養病床 

（回復期リハビリテーシ

ョン病棟である療養病床

を除く）     

 

 

３，３８５床 

国の基本方針に示された参酌標

準の考え方を基本としつつ、本県の

地域実情を踏まえて算定。 

（参考） 

平成18年10月現在の療養病床数（回

復期リハを除く）は4,932床  

 

②平均在院日数 

 

 

４０．６日 

 平成18年の病院報告における本

県の平均在院日数（介護療養病床を

除く）48.5日から、最短の長野県と

の差の1/3の日数を減じたもの。 

 

 

計画の中間年度である本年度（平成22年度）には、法第11条に基づき、計画の進

捗状況に関する評価を行うこととされています。今年度、進捗状況に関する分析や

評価を行い、それを踏まえた上で計画の目標達成に向けて、取組を推進していきま

す。 

  なお、計画の最終年度の翌年度には、目標の達成状況及び施策の実施状況に関す 

る調査及び分析を行い、計画の実績に関する評価を行うこととされています。 
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第２章 佐賀県の医療費を取り巻く現状と課題 

 

 １ 国民医療費 

 
（１）国民医療費の全国比較 

      平成 20 年度の国民医療費（全国）は 34 兆 8,084 億円となっており、前年度

の 34 兆 1,360 億円に比べて 6,724 億円、2.0％の増加（平成 17 年度比：5.1％

増加）となっています。 

    なお、都道府県別の医療費は 3 年ごとに公表されており、本県の平成 20 年度

の医療費は 2,788 億円で、平成 17 年度の 2,657 億円に比べ 131 億円、4.9％増

加しています。 
    また、本県の 1 人当たり医療費は平成 20 年度 32 万 5,800 円で、平成 17 年

度（30 万 7,000 千円）と同様に全国 8 位となっており、最も低い千葉県（22
万 7,600 円）と比べると、本県は 1.4 倍となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「国民医療費」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：厚生労働省「国民医療費」（平成 20 年度） 
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 ２ 老人医療費 

 
（１）老人医療費の全国比較 

  平成 20 年度の老人医療費（全国）は、11 兆 4,145 億円で総医療費の 32.8％

を占めており、平成 19 年度の老人医療費（11 兆 2,753 億円）に比べ 1,392 億円、

1.2％の増加となっています。（老人医療の対象年齢は順次引き上げられている

こと及び平成 20 年度と 19 年度以前とでは制度が異なることに留意。） 

なお、本県の平成 20 年度の老人医療費（平成 20 年 4 月以降の後期高齢者医

療費と、平成 20 年 3 月分及び平成 20 年 4 月から平成 21 年 2 月までの請求遅れ

の老人医療費の合計。以下同じ）は 1,033 億円で、総医療費（2,788 億円）の

37.1％を占めており、全国平均と比較して老人医療費の占める割合は高くなっ

ています。制度が異なるため単純な比較は難しいものの、平成 19 年度の老人医

療費約 1,018 億円と比較すると、前年度比 1.5%の増となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：厚生労働省「老人医療事業年報」・「後期高齢者医療事業年報」 

 
 
    また、本県の１人当たり老人医療費は、平成 20 年度 95 万 1,965 円で、計画

策定時（平成 17 年度）の 91 万 5,370 円に比べ 36,595 円、4.0％増加していま

す。1 人当たり医療費が一番低い新潟県（71 万 0,146 円）の 1.3 倍で、全国で

高い方から 9 位となっていますが、平成 17 年度（全国 8 位）よりも下がってい

ます。 
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資料：厚生労働省「後期高齢者医療事業年報」（平成 20 年度） 

 
 
    平成 20 年度の１人当たり老人医療費の入院診療費をみると、46 万 9,788 円

で全国平均の 40 万 1,773 円を 6 万円以上上回り、全国 11 位となっています。

１件当たりの日数は 19.93 日で全国８位、受診率（100 人当たり件数）は 115.47
件で、全国９位となっています。一方、１日当たりの入院診療費は 20,410 円で、

全国 45 位となっています。  
１人当たり入院診療費及び１件当たり日数の全国順位は、平成 17 年度よりも

下がりましたが、入院日数が長く、入院の頻度が高い状況は変わっていません。 
 

老人医療費のうち入院に係る診療諸率 

入 院 

1 人当たり 

入院診療費 

受診率 

（100 人当たり件数）
1 件当たり日数 1 日当たり診療費

順

位 
実数（千円）

順

位
実数 

順

位
実数（日） 

順

位 
実数（千円）

平成 17 年度 

（計画策定時） 

全国  372.93 86.99 18.96  22.61

佐賀県 10 445.32 9 114.39 7 20.3 45 19.18

平成 20 年度 
全国  401.77 88.54 18.91  24.00

佐賀県 11 469.79 9 115.47 8 19.93 45 20.41

資料：厚生労働省「老人医療事業年報」（平成 17 年度） 

「後期高齢者医療事業年報」（平成20年度） 
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（２）老人医療費の地域格差の比較 

    平成 20 年度の 1 人当たり老人医療費が最も高いのは、鳥栖市の 100 万 3,042
円（平成 17 年度：114 万 5,605 円）、次いで嬉野市、吉野ヶ里町、江北町の順

となっています。最も低いのは、多久市の 75 万 3,999 円（平成 17 年度：玄海

町 76 万 7,602 円）、次いで玄海町、有田町、伊万里市の順となっています。最

高額の鳥栖市と最低額の多久市の格差は 1.3 倍ですが、平成 17 年度（1.5 倍）

よりも格差はやや縮まっています。 
    なお、鳥栖市では入院外医療費（薬剤費含）が高くなっていますが、概ね入

院医療費（食事療養費含）の県平均との差が、老人医療費の高低に影響してい

るようです。 
一方、75 歳以上の人口割合が比較的高い西部地区（伊万里市、有田町）、南

部地区（鹿島市、太良町、白石町）では、入院外医療費（薬剤費含）が低く、

平均よりも医療費を押し下げています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：佐賀県国民健康保険団体連合会「後期高齢者医療診療報酬等請求内訳書」 

（平成 20 年 4 月～平成 21 年 2 月診療分の現物給付のみ） 
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資料：佐賀県国民健康保険団体連合会「後期高齢者医療診療報酬等請求内訳書」 

（平成 20 年 4 月～平成 21 年 2 月診療分の現物給付のみ） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省「国勢調査」（平成 17 年） 
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 ３ 生 活 習 慣 病 関 連 の受 療 率 ※４及 び医 療 費  

 
（１）人口 10 万人当たり傷病別受療率（入院・外来） 

   医療費と正の相関関係があると言われている受療率について、本県の人口 10 万

人当たりの傷病分類別受療率をみると、入院・外来ともに、ほとんどの疾患にお

いて全国平均を上回っています。 

 
   平成 20 年の本県の人口 10 万人当たりの傷病分類別入院受療率をみると、高い

方から「精神及び行動の障害」、「循環器系の疾患」、「損傷、中毒及びその他の外

因の影響」、「新生物」、「神経系の疾患」となっており、平成 17 年と同じ状況です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「患者調査」（平成 20 年度） 

 
※４ 受療率  

   ある特定の日に疾病治療のために、すべての医療施設に入院あるいは通院、又は往診を

受けた患者数と人口 10 万人との比率を「受療率」という。 

 患者調査によって、病院あるいは診療所に入院又は外来患者として治療のために通院し

た患者の推計患者数を把握し、「受療率」を算出する。 
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   また、人口 10 万人当たりの傷病分類別外来受療率では、高い方から、「筋骨格

系及び結合組織の疾患」、「消化器系の疾患」、「循環器系の疾患」、「呼吸器系の疾

患」「損傷、中毒及びその他の外因の影響」となっており、これも平成 17 年と同

じ状況となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「患者調査」（平成 20 年） 

 
 （２）生活習慣病関連の主な疾患の受療率 

   本県の生活習慣病関連の患者数（入院+外来）を、受療率（人口 10 万人当たり

の患者数）でみると、すべての疾患で全国平均を上回っています。 
しかし、悪性新生物以外の疾患は、平成 17 年よりも受療率は減少しており、全

国平均よりも減少幅が大きくなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「患者調査」 
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（３）本県の国民健康保険における医療費（平成 22 年 5 月診療分） 

 
    ※以下、12 ページまでの留意点 

〇 医療情報システムの傷病別分類は、医科・歯科の合計分の医療費であり、調剤（院外処

方）及び訪問看護療養費は含まれていない。 

〇 医療情報システムの傷病別分類に計上される疾病の医療費は、その疾患のみの医療費で

はなく、その疾患を主病とする医療費である。 

     

   ア 傷病別の医療費の割合 

    本県の平成 22 年 5 月診療分の国民健康保険における 19 分類（大分類※５）の

傷病別医療費をみると、多い方から、「精神及び行動の障害（15.3%）」、「循環

器系の疾患（14.4%）」、「新生物（12.1%）」、「歯科疾患（7.5％）」「筋骨格系及

び結合組織の疾患（7.0%）」、「内分泌、栄養及び代謝疾患（6.4%）」となってい

ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    また、同医療費を 119 分類（中分類※６）でみると、悪性新生物、高血圧性疾

患、脳血管疾患など、生活習慣病関連に分類される疾病が医療費の 31.1％を占

めています。これは、計画策定時に用いた平成 19 年 5 月分（33.7%：平成 20

年度から後期高齢者医療制度が開始されたため、74 歳以下の年齢分を抽出）よ

り、2.6％少なくなっています。 
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資料：佐賀県国民健康保険団体連合会

   「医療情報システム」 

（平成 22 年 5 月診療分） 

資料：佐賀県国民健康保険団体連合会

   「医療情報システム」 

（平成 22 年 5 月診療分） 
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※５ １９分類（大分類） ※６ １１９分類（中分類） 

       社会保険表章用疾病分類に基づく分類で、１９項目の大分類と１１９項目の中分類 

からなる。 

           

〇 腎不全は生活習慣が要因でない場合もあるが、糖尿病によって引き起こされる場合も多

く医療費への影響も大きいため含めている。 

 
 
イ 疾病別の医療費 

生活習慣病と関連が深いとされる疾病の国民健康保険医療費は、医療費が多 
い方から高血圧性疾患、腎不全、その他の悪性新生物、糖尿病、脳梗塞の順に

なっており、平成 19 年 5 月診療分（74 歳以下を抽出）とほぼ同じ疾患の医療

費が多くなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：佐賀県国民健康保険団体連合会「医療情報システム」（平成 22 年 5 月診療分） 

 
 
   ウ １人当たり医療費 

本県の平成22年5月診療分の国民健康保険における疾病別費用額において、

被保険者１人当たり医療費が多い疾病は、統合失調症等、高血圧性疾患、歯肉

炎及び歯周疾患、腎不全、その他の悪性新生物の順となっており、平成 19 年 5

月診療分（74 歳以下の年齢分を抽出）と概ね同様の疾患の医療費が多い状況で

す。 
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その他脳血管疾患
（千円）

生活習慣病との関連が深い疾患の国民健康保険医療費（平成22年5月診療分）

入院医療費

入院外医療費
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  佐賀県の国民健康保険医療費の上位を占める疾病（国保被保険者 1人当たり医療費） 

（計画策定時：平成 19 年 5 月診療分 74 歳以下）（円）   （今回：平成 22 年 5月診療分 74 歳以下）（円） 

疾病名 １人当たり医療費

統合失調症等  2,193

高血圧性疾患  1,360

腎不全  1,272

歯肉炎及び歯周疾患  957

糖尿病  915

虚血性心疾患  595

その他の悪性新生物  581

その他の神経系の疾患  570

その他の消化器系の疾患  563

歯及び支持組織の障害  561

資料：佐賀県国民健康保険団体連合会「医療情報システム」 

（※網掛け部分は、生活習慣病関連疾患） 

 

 

エ １件当たり医療費 

同疾病別医療費額を１件当たりの額でみると、多い順に腎不全、白血病、頭

蓋内損傷及び内臓の損傷、くも膜下出血、脳性麻痺及びその他の麻痺性症候群

となっており、平成 19 年 5 月診療分（74 歳以下の年齢分を抽出）と概ね同様

の疾患が多くなっています。 

       

佐賀県の国民健康保険医療費の上位を占める疾病（1件当たり医療費） 

（計画策定時：平成 19 年 5月診療分 74 歳以下） （円）  （今回：平成 22 年 5月診療分 74 歳以下）（円） 

疾病名 件数
１件当たり

医療費 

腎不全 924  363,089

白血病 97  289,626

くも膜下出血 161  267,903

妊娠及び胎児発育の障害 66  241,304

脳性麻痺及びその他の麻痺性症候群 433  234,598

悪性リンパ腫 158  222,012

頭蓋内損傷及び内臓の損傷 111  219,309

肝及肝内胆管悪性新生物 377  169,916

認知症（血管性及び詳細不明の痴呆） 145  155,721

統合失調症等 3,735  154,886

資料：佐賀県国民健康保険団体連合会「医療情報システム」 

（※網掛け部分は、生活習慣病関連疾患） 

疾病名 1 人当たり医療費

統合失調症等 2,464

高血圧性疾患 1,286

歯肉炎及び歯周疾患 1,030

腎不全 953

その他の悪性新生物 919

糖尿病 917

その他の神経系の疾患 586

脳梗塞 579

骨折 578

その他の消化器系の疾患 563

疾病名 件数
1 件当たり

医療費 

腎不全 682 337,241

白血病 89 304,018

頭蓋内損傷及び内臓の損傷 89 272,671

くも膜下出血 138 261,573

脳性麻痺及びその他の麻痺性症候群 345 231,530

妊娠及び胎児発育の障害 47 229,916

認知症（血管性及び詳細不明の痴呆） 91 198,892

気管支肺の悪性新生物 416 184,948

悪性リンパ腫 141 183,994

肝及肝内胆管悪性新生物 248 171,836
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第３章 目標の進捗状況及び分析  

 
１国民の健康の保持の推進に関する達成目標の進捗状況 

 
  （１）特定健康診査実施状況     

    ア 実施率の全国における位置付け 

    平成 24 年度に、40 歳から 74 歳までの対象者の 70％以上が特定健康診査（法

第 18 条第 1 項に規定する特定健康診査をいう。以下同じ。）を受診することを

国において目標として定められています。平成 20 年度（全国）は、特定健康診

査の対象者約 5,190 万人に対し受診者は約 2,019 万人であり、実施率は 38.9％

となっています。 

  本県の平成 20 年度特定健康診査の実施率は 34.9％（対象者 339,359 人、受 
 診者 118,580 人）であり、全国 30 位となっています。これを、市町村国民健康 
 保険（以下、「市町国保」）のみで比較すると 19 位（32.6％：対象者 150,034 
人、受診者 48,935 人）となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「特定健康診査・保健指導実績報告」 
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 イ 県内の保険者の実施率の比較 

      県内の保険者ごとの実施率は、被用者保険（国保保険者以外）の方が概ね

高くなっており、特に、市町村職員共済組合（74.3％）、地方職員共済組合

（72.5％）、健康保険組合（佐賀銀行 71.9％）が高い状況となっています。た

だし、平成 20 年度は、特定健康診査制度が導入された年のため、健診実施体

制整備の遅れや制度周知に時間を要したこと、実績報告のファイルにデータ

を上手く取り込むことができなかったこと等により、実施率が低くなってい

る保険者もあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：県調査「特定健康診査・保健指導実績」 

 
   ウ 県内の市町国保の実施率の比較 

     県内の市町国保の平均実施率は、平成 20 年度の 32.6％が、平成 21 年度は 
33.2％（速報値）となり 0.6％伸びています。これを、各市町の伸び率でみた

場合、多久市、武雄市、神埼市、有田町、太良町など 12 市町が上昇し、玄海

町、鹿島市など 8 市町が低下しています。 
     健診実施率は、健診対象者規模が大きい佐賀市や唐津市では低くなっていま 

す。 
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資料：県調査「特定健康診査・保健指導実績」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：県調査「特定健康診査・保健指導実績」 

 
 
   エ 県内の性・年齢別受診者割合 

     平成 20 年度の特定健康診査受診者の性・年齢別割合は、市町国保において

は、60 歳代以上の割合が高くなっていますが、県全体の保険者及び市町国保

以外の保険者については、40 歳～50 歳代の割合が高くなっています。これは、

事業主健診のデータを受領できる被用者保険の受診者数が、全体の約６割を占

めているためと思われます。                            
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資料：厚生労働省「特定健康診査・保健指導実績報告」 

 
 （２）特定健康診査に関する取組     

   ア 県の取組 

   本県においては、特定健康診査の実施率の向上を図るため、主に次のような

取組を行いました。 

    
   （ア）特定健康診査における課題の整理や、効果的な取組事例の情報共有等を

図るための「保険者情報交換会」の開催 
（これにより、被用者保険の被扶養者の方も市町の集団健診を受診できる

ための体制整備に繋がった） 
   （イ）特定健康診査とがん検診の同時実施の推進（説明会） 
   （ウ）国民健康保険者を対象に実施率調査を実施し、その速報値や分析データ

を情報提供 
   （エ）保険者協議会や地域・職域連携推進協議会等を通じた保険者支援 

（オ）県の広報紙や広報番組、ホームページ等を活用した制度周知  
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  イ 保険者の取組 

    特定健康診査の実施率の向上を図るため、各保険者においては様々な工夫や

取組をされています。健康保険組合（佐賀銀行）では、被扶養者が特定健診と

がん検診を同時に受けてくれるよう、がん検診の費用補助をされています。 
また、本県の市町国保においては、主に以下のような取組が行われています。 

 
   （ア）医師会や健診実施機関との連携・協力により、個別健診と集団健診の併

用や、早朝や土日健診の実施など、受診しやすい体制の整備    
（イ）対象者全員への受診券や案内の送付 
（ウ）未受診者への再通知や個別訪問、電話での受診勧奨 

   （エ）特定健康診査と各種健康診査の同時実施 
   （オ）地区組織への制度説明や協力の依頼、地区ごとの実施状況の情報提供 
  （カ）市町の広報紙などを活用した制度周知  

   （キ）保険証と受診券を一体化した取組や毎日健診等の実施（佐賀市） 

 
 

（３）特定健康診査実施率に係る要因の分析 

    健診体制や実施期間、未受診者対策など、市町国保の実施率に影響している

と思われる要因との相関について分析を行いましたが、老人保健法に基づく平

成 19 年度の基本健康診査実施率と平成 20 年度の特定健康診査実施率にやや相

関がみられた程度でした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：県調査「基本健康診査実施率（平成 19 年度）」、「特定健康診査・保健指導実績」 

 
また、平成 21 年度の実施率と、平成 20 年度から連続して健診を受けている

リピーター率で相関があり、さらに、平成 21 年度のリピーター率と平成 20 年

度の特定保健指導実施率でも相関がありました。取組が熱心な市町は、リピー

ター率が高い傾向にあります。   
 このことから、健診実施率を高めるためには、新たな受診者を増やすことと
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合わせて、当該年度の受診者が次年度も引き続き受診するような取組や、保健

指導を行うことも重要と思われます。県としては、ポピュレーションアプロー

チ※７等により、県民全体の健康への関心を高める必要もあります。 

 
    なお、厚生労働省が全保険者を対象に実施した調査によると、県内の市町国

保では、実施率を高めるために有効と思われる方法として、年度途中の未受診

者への受診勧奨、個別訪問、受診券の送付、医師会との連携を挙げています。 
    具体的には、平成 20 年度よりも平成 21 年度の特定健康診査実施率が伸びた

市町では、「集団健診に加え個別健診を導入した」「集団健診の実施期間を長く

した」「受診者への個別通知や個別訪問を行った」「受診券発送の封筒に問診票

と検尿容器を同封して送付した」「地域の会合や地区組織に出向き生活習慣病予

防や健診の必要性について説明をした」等の取組を行っていました。 

  
※7 ポピュレーションアプローチ  

   対象を限定しないで集団全体へ対策を実施して、全体としてリスクを下げていく方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：県調査「特定健康診査・保健指導実績」、佐賀県国民健康保険団体連合会「特定健康診査リピーター率」 
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 （４）特定保健指導の実施率       

 ア 実施率の全国における位置付け 

    平成 24年度に、当該年度に特定保健指導が必要と判断された対象者の 45％
以上が特定保健指導を受けることを国において目標として定められており、

平成 20 年度（全国）は、特定保健指導の対象者約 400 万人に対し特定保健

指導を終了者は約 31 万人であり、実施率は 7.7％でした。 
    本県の平成 20 年度特定保健指導の実施率は 13.5％（対象者 22,534 人、終

了者 3,049 人）であり、全国２位となっています。これを、市町村国保のみ

で比較すると４位（29.4％：対象者 7,947 人、終了者 2,334 人）となってい

ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「特定健康診査・保健指導実績報告」 
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    イ 県内の保険者の実施率の比較 

     県内の保険者ごとの実施率は、特定保健指導を実施できる専門職である、

保健師や管理栄養士を職員に持つ市町国保の実施率が高く、上位から上峰町

（88.0％）、吉野ヶ里町（70.4％）、唐津市（58.2％）の順となっています。

その他の保険者にあっては、保健指導実施機関への委託による実施がほとん

どですが、初年度は、実施機関数が少なかったことや特定健診の体制整備を

優先したこと等により、実施率が低くなったようです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：県調査「特定健康診査・保健指導実績」 

 
 
    ウ 県内の市町国保の実施率の比較 

     県内の市町国保の平成 20 年度特定保健指導平均実施率は 29.4％、平成 21
年度（速報値）は 34.8％となっており、前年度より 5.4％伸びています。こ

れを、各市町の伸び率でみた場合、みやき町、白石町、有田町、伊万里市、

嬉野市など 12 市町が上昇し、多久市、基山町など 7 市町が低下しています。 
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資料：県調査「特定健康診査・保健指導実績」 

 
 
 （５）特定保健指導に関する取組     

   ア 県の取組 

   本県においては、特定保健指導の実施率の向上を図るため、以下のような取

組を行いました。 

    
   （ア）特定保健指導における課題の整理や、効果的な取組事例の情報共有等を

図るための「保険者情報交換会」の開催 
   （イ）特定保健指導実施者の人材育成・資質向上研修の推進 
   （ウ）国民健康保険者を対象に実施率調査を実施し、その速報値や分析データ

を情報提供 
   （エ）保険者協議会や地域・職域連携推進協議会等を通じた保険者支援 

（オ）県の広報紙や広報番組、ホームページ等を活用した制度周知  

    
  イ 保険者の取組 

    特定保健指導の実施率の向上を図るため、各保険者においては様々な工夫や

取組が行われていますが、本県の市町国保においては、主に以下のような取組

が行われています。 

 
   （ア）健康への関心が高い時期に特定保健指導を実施できるよう、特定健康診

査の結果返却日に初回面接を実施（佐賀市においては医師会への委託分も

含む） 
（イ）利用者の都合に合わせた時間の設定（休日や夜間に特定保健指導を実施） 
（ウ）保健指導の技量を高めるため、スタッフ間での事例検討や教材による学

習 
（エ）特定保健指導終了者の体験談の発表や市町広報等への掲載  
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 （６）特定保健指導実施率に係る要因の分析 

    特定保健指導の実施率については、ほとんど委託で実施している被用者保険

より、直営（職員）または一部委託で実施している市町国保の方が高い状況に

あります。 
    特に実施率が高い市町国保では、特定健診の結果返却日に初回面接を実施し

ています。また、スタッフ間で、事例検討や教材による学習を重ね、健診結果

を自分のものとして捉えることができるような媒体の活用や、その説明方法に

ついて知識や情報の共有化を図っています。さらに、対象者の都合（夜間・休

日）に合わせた指導を行うなど、柔軟な対応を行っている保険者もあります。 

 
    一方、実施率が低かった保険者では、マンパワー不足の課題を挙げています。 
    また、２年目の課題としては、２年連続で特定保健指導の対象となり、２年

目は保健指導を勧奨しても、「分かっている。自分で努力する。」と拒否をされ

るケースもあるようです。特定保健指導の脱落者の理由としては、治療が開始

された、初回面接時の意識付けが弱かった、忙しいなどがありました。 

 
実施率を高めるために、特定保健指導の該当者全員に特定保健指導を勧奨し

た保険者もありますが、今後は、対象者の選定において優先順位を付けたり、

保健指導のメニューを変えたり、年度によって対象地区を選定しポピュレーシ

ョンアプローチと連動した取組を行うなど、事業評価を行いつつ、次年度の計

画に活用することが必要だと思われます。 
    なお、市町国保においては、特定保健指導の対象にならなかった人でも、血

糖値や血圧値が高い人、リスクが重なっている人については、重症化予防のた

め、受診勧奨等の保健指導を行っています。 
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 （７）メタボリックシンドローム該当者及び予備群者の状況 

   平成 20 年度特定健康診査・特定保健指導の実施状況（平成 22 年厚生労働省公

表）によると、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）該当者の全国平均

割合は 14.4％、予備群者の割合は 12.4％となっています。 
本県においては、メタボリックシンドローム該当者割合が 12.5％（14,918 人）、

予備群者割合は 13.2％（15,702 人）、合わせて 25.7％（30,620 人）となっており、

全国平均より低く 33 位となっています。 
   しかし、本県のみが、該当者割合よりも予備群者割合の方が多くなっており、

今後も特定保健指導の推進等により、該当者割合を増加させないよう努力してい

くことが必要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：厚生労働省「特定健康診査・保健指導実績報告」 

 
   県内のメタボリックシンドローム該当者及び予備群者を、性・年齢別割合でみ

ると、全保険者では、双方とも 40 歳～50 歳代の男性に多い状況となっています。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「特定健康診査・保健指導実績報告」 

1 .7%

2 .6%

3 .2 %

4 .0 %

2 .3%

2 .2%

2 .1%

0 .2 %

0 .3 %

0 .5 %

1 .0%

1 .1 %

1 .6 %

1 .5%

40～ 44歳

45～ 49歳

50～ 54歳

55～ 59歳

60～ 64歳

65～ 69歳

70～ 74歳

女 性男 性

平 成 ２ ０ 年 度 県 内 特 定 健 診 受 診 者 の う ち

メ タ ボ 該 当 者 割 合 （全 保 険 者 ）

2 .5%

2 .9%

3 .0%

3 .4%

2 .1%

2 .2%

1 .9%

0 .3%

0 .5%

0 .8%

1 .3%

1 .4%

1 .8%

1 .6%

40～ 44歳

45～ 49歳

50～ 54歳

55～ 59歳

60～ 64歳

65～ 69歳

70～ 74歳

女 性男 性

平 成 ２ ０年 度 県 内 特 定 健 診 受 診 者 の う ち

メ タ ボ 予 備 群 者 割 合 （全 保 険 者 ）

32.9%

25.7%
22.8%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

沖
縄
県

宮
城
県

岩
手
県

茨
城
県

福
島
県

徳
島
県

大
分
県

鹿
児
島
県

和
歌
山
県

石
川
県

秋
田
県

山
形
県

高
知
県

宮
崎
県

北
海
道

兵
庫
県

大
阪
府

栃
木
県

長
崎
県

埼
玉
県

千
葉
県

熊
本
県

愛
知
県

愛
媛
県

香
川
県

福
岡
県

東
京
都

群
馬
県

富
山
県

神
奈
川
県

三
重
県

岡
山
県

佐
賀
県

青
森
県

奈
良
県

岐
阜
県

広
島
県

山
口
県

京
都
府

滋
賀
県

長
野
県

福
井
県

新
潟
県

山
梨
県

島
根
県

静
岡
県

鳥
取
県

平成２０年度メタボ該当者・予備群者割合（全保険者） 内臓脂肪症候群該当者割合

内臓脂肪症候群予備群者割合

内臓脂肪症候群・予備群者割合

（３３位）



 

 - 24 -

なお、県内市町国保の平成 20 年度の特定健康診査受診者のうち、メタボリック

シンドローム該当者・予備群者と判断された人で、平成 21 年度の特定健康診査時

において改善した人の割合（減少率）は、24.3％（該当者の減少率 26.0%、予備

群者の減少率 22.7%）であり、平成 20 年度の特定保健指導実施率とやや相関がみ

られました。 
   今後、減少率を高めていくためには、特定保健指導の効果を上げていくことや、

特定保健指導の対象外であっても、重症化予防のための保健指導等を行うことも

考えられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：県調査「特定健康診査・保健指導実績」 
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２ 医療の効率的な提供の推進に関する達成目標の進捗状況 

 
 （１）療養病床の病床数の推移 

ア 療養病床の状況    
    平成 21 年度末（平成 22 年 3 月）の療養病床数（回復期リハビリテーション 

病棟の病床を除く）は、4,418 床（医療療養病床：3,217 床、介護療養病床数： 
1,201 床）となっており、平成 18 年 10 月時点の療養病床数（4,932 床（医療療 
養病床数：3,407 床、介護療養病床数：1,525 床））より 514 床減少しています。 
   

年度等 
療養病床数 

（回復期リハ除く） 
摘 要 

平成 18 年 10 月 ４，９３２床 目標値の基準 

平成２１年度末 ４，４１８床 △５１４床 

平成２４年度 ３，３８５床 目 標 値 

 
 

イ 評価について        

本計画においては、医療の効率的な提供の推進に関し達成すべき目標として

平均在院日数の短縮を揚げており、これを推進するための一施策として療養病

床の再編成を揚げています。具体的には、平成24年度における療養病床の目標

数（回復期リハビリテーション病棟である療養病床を除く）を3,385床として

います。 
県では、療養病床の転換意向調査（５回実施）により、転換を予定している

医療機関を把握するとともに、病床転換助成事業（転換に係る資金面の支援）

により、療養病床から介護老人保健施設等に転換を希望する医療機関の個別の

相談に、丁寧に応じてきましたが再編成は進んでいません。 
     国においては、療養病床再編成をこのまま進めることが実態にそぐわないの

ではないかとの懸念があることから、これに係る計画を当面凍結し、目標に向

けた機械的な病床削減は行わないこととされています。今後、施設ごとの転換

意向や患者の状態像等について実態把握を進め、それを踏まえて計画の見直し

を検討し、医療費適正化計画に揚げる療養病床に関する新たな方針が示される

までは、評価も行わないこととするということです。 
   したがって、佐賀県医療費適正化計画においても、療養病床の病床数の評価

は行わないこととします。 
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（２）平均在院日数の評価   

   平均在院日数は、病院に入院した患者の１回当たりの平均的な入院日数を示す

もので、その算出にはいくつかの考え方がありますが、厚生労働省において実施

されている「病院報告」においては、次の算式により算出することとされていま

すので、本計画の評価では、この算式による数値を使います。 
 

                 調査期間中に在院した患者の延べ数 

     平均在院日数＝  

              （調査期間中の新入院患者数＋退院患者数）÷ ２ 

 
 
 ア 全国における位置付け 

   平均在院日数については、近年、全国的に短縮傾向にありますが、本県の平成

20 年の介護療養病床を含めた総数における平均在院日数は 51.7 日で、全国平均

の 33.8 日より 17.9 日長く、最短の東京都（26.0 日）のおよそ２倍で、最長の高

知県（53.4 日）に次いで、全国２位と長くなっています。 
なお、介護療養病床を除く総数における平均在院日数（平成 24 年度の目標値

40.6 日）は 47.5 日となっており、計画策定時の最新のデータであった平成 18 年

の病院報告より 1.0 日短くなっていますが、全国では最長となっています。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「病院報告」（平成 20 年） 
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 - 27 -

   また、病床の種別ごとにみると、療養病床は全国平均と比べて短くなっていま

すが、一般病床と精神病床は、全国平均より長くなっており、計画策定時とほぼ

同じ状況です。 

 

 

佐賀県 全 国 最短県 

平成 17 年 平成20年 平成17年 平成20年
平成17年 

長野県 

平成20年

東京都 

総 数 53.9 日 51.7 日 35.7 日 33.8 日 27.3 日 26.0 日

一般病床 22.9 日 22.9 日 19.8 日 18.8 日 17.5 日 16.4 日

療養病床 148.3 日 142 日 172.8 日 176.6 日 99.7 日 197.3 日

精神病床 397.1 日 378.8 日 327.2 日 312.9 日 263.6 日 226.3 日

介護療養病床 

を除く総数 

（対目標基準年）

平成 18 年 平成20年 平成18年 平成20年
平成18年 

長野県 

平成20年

東京都 

48.5 日 47.5 日 32.2 日 31.6 日 25.0 日 24.3 日

資料：厚生労働省「病院報告」（平成 17 年、平成 18 年、平成 20 年） 
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資料：厚生労働省「病院報告」（平成 20 年） 

 
 
   人口 10 万人対ＤＰＣ算定病床数や地域連携診療計画管理料等の医療機関の機

能分化、在宅医療関係の訪問看護ステーション数、介護老人福祉施設数など、平

均在院日数に関係すると考えられる要素についての相関をみましたが、在宅で

の看取りの数が全体に占める割合を除き、特に、平均在院日数との相関関係はみ

られませんでした。 
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平均在院日数（療養病床） ～平成２０年病院報告～
全国平均（176．6）
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資料：厚生労働省「病院報告」（平成 20 年）、「人口動態調査」（平成 20 年） 

 
 
   なお、本県の平成 20 年度の在宅死亡割合は 9.2％と、全国で５番目に低くなっ

ており、計画策定時に用いた平成 17 年度の 10.2％（全国 39 位）よりも、さらに

低くなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「人口動態調査」（平成 20 年） 
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イ ２次医療圏域単位の平均在院日数 

 

   ※２次医療圏域 

圏域名 市 群 名 

中部保健医療圏 佐賀市、多久市、小城市、神埼市、神埼郡（吉野ヶ里町） 

東部保健医療圏 鳥栖市、三養基郡（基山町、みやき町、上峰町） 

北部保健医療圏 唐津市、東松浦郡（玄海町） 

西部保健医療圏 伊万里市、西松浦郡（有田町） 

南部保健医療圏 
武雄市、鹿島市、嬉野市、杵島郡（大町町、江北町、白石町）

藤津郡（太良町） 

 

 

（ア）病床の種別ごとの平均在院日数（平成 20 年） 

    ２次医療圏単位の平均在院日数は、総数、療養病床、一般病床、介護療養病

床除総数ともに東部が長く、精神病床は南部が長い状況です。 
    一方、東部地区の病床種別ごとの人口 10 万人対病床数は、療養病床数と精神

病床数がやや多い傾向にあります。 

 
 
   <病床種別ごとの平均在院日数> 
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佐 賀 県 （ ４ ７ ． ５ ）

全 国 （ ３ １ ． ６ ）
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資料：厚生労働省「病院報告」（平成 20 年） 

 
   <病床種別ごとの人口 10 万人対病床数> 
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全 国 （ １ ７ ６ ． ６ ）
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全 国 （ ３ １ ２ ． ９ ）
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全 国 平 均 （ 1 ,2 9 6 ）

県 平 均 （ 1 ,9 7 3 ）
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資料：九州厚生局佐賀事務所の資料（平成 21 年 3 月末現在） 
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 （イ）平均在院日数に関係すると考えられる要因の分析 

 

   ａ  平均在院日数と、在宅での看取りの数が全体に占める割合に高い相関があっ

たことから、本県の、在宅での療養を難しくしている要因に、高齢者の単独

世帯や高齢者夫婦のみの世帯割合、共働き世帯割合等が関係しているのでは

ないかと考え、２次医療圏単位の平均在院日数との関係をみましたが、相関

はみられませんでした。 
特に、東部地区は外れ値になっており、高齢化等の要因とは関係がないよ

うです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「病院報告」（平成 20 年）、総務省「国勢調査」（平成 17 年） 
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   ｂ  平均在院日数（介護療養病床を除く総数）と、人口 10 万人対介護療養病床 
を除く病床数総数とは弱い相関関係があり、病床数が多い東部地区の方が平 
均在院日数が長くなっています。 
 また、全国平均（平均在院日数（介護療養病床を除く総数）31.6 日、人口 
10 万人対介護療養病床を除く病床数総数 1,296 床）と、佐賀県は大きな差が 
あります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「病院報告」（平成 20 年）、保険局調べ 

 
ｃ  65 歳以上人口１万人対介護老人保健施設定員数が多い地区は、平均在院日

数が短い傾向にあるため、今後、患者等の実態を踏まえた医療機関の意向に

より、療養病床の介護老人保健施設等ヘの転換が進むと、平均在院日数の短

縮に繋がることが考えられます。  

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

資料：厚生労働省「病院報告」（平成 20 年）、介護サービス施設・事業所調査（平成 20 年） 
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    ｄ  この他、人口 10 万人対ＤＰＣ算定病床数や地域連携診療計画管理料等の

医療機関の機能分化、在宅医療関係の訪問看護ステーション数、介護老人

福祉施設数などの要素についての相関もみましたが、特に関係があるも

のはみられませんでした。 
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第４章 今後の推進・方策について 

 

１ 評価時点における目標値の状況 

 

（１）県民の健康の保持の推進の状況 

   特定健康診査・特定保健指導の実施率については、平成 21 年度の速報値でみる 

と、平成 24 年度目標値の約５割の達成状況ですが、実施体制の整備が進んできて 

いることや、各年度の目標値を達成している保険者があることは一定の評価がで 

きます。 

このように取組が浸透しつつあることや、制度施行から２年しか経過していな 

いことから、現時点において目標の見直しは行わないこととします。 

 

目標項目 
目標値 

（平成 24 年度）

平成 20 年度 

の状況 

平成 21 年度

速報値 

特定健康診査実施率 ７０％ ３４．９％ ３５．８％

特定保健指導実施率 ４５％ １３．５％ ２０．５％

メタボリックシンドローム該当

者・予備群の減少率（対平成 20 年度）

１０％ 

（※15.7％以下） 

２５．７％ 

（※減少率の基準となる） 

 

※平成 21 年度の速報値は、佐賀県保険者協議会に参加している保険者のみの集計データである。 

 

 

（２）医療の効率的な提供の推進の状況  

平均在院日数（介護療養病床を除く総数）については、1.0日の減少にとどま

っていますが、平均在院日数が減少に転じたことは一定の評価ができます。     

平成24年度の目標である40.6日までは、さらに6.9日短縮する必要があります

が、国において、平均在院日数の短縮に関係すると思われる療養病床数につい

ての評価は行わないこととされているため、現時点において目標の見直しは行

わないこととします。 

 

  目標項目 
目標値 

(平成24年度) 

目標設定時の基準

（平成18年度） 

平成20年度 

の状況 
増減 

平均在院日数 

（介護療養病床を 

除く総数） 

４０．６日 ４８．５日 ４７．５日 △１．０日

※平均在院日数については、当該年度の1月～12月の「病院報告」による。 
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２ 今後の推進・方策 

 

 佐賀県の医療費の状況及び本計画の進捗状況に関する分析結果から、医療費適正

化に向けた目標を達成するためには、「佐賀県健康プラン（佐賀県健康増進計画）」、

「佐賀県保健医療計画」及び「佐賀県地域ケア体制整備構想」等との整合を図りな

がら、本計画で定めた以下の施策を引き続き推進していきます。 

 

 

（１）県民の健康の保持の推進について 

 

ア 特定健康診査及び特定保健指導の実施率向上のための支援 

   〇 保険者支援として、特定健康診査における課題の整理や効果的な取組事例

の情報共有等を図るための「保険者情報交換会」の開催、保険者協議会や地

域・職域連携推進協議会等を通じた支援、県の広報紙や広報番組・ホームペ

ージ等を活用した制度周知等に引き続き努めること。 

〇 財政力が弱い市町国保に対し県財政調整交付金において、嘱託職員（保健

師等）の雇上費用や、実施率向上、未受診者対策等の支援を行うこと。 

   〇 人材育成・資質向上のための研修及び人材活用を支援していくこと。 

 

イ 健康づくりの推進 

 佐賀県健康プラン（佐賀県健康増進計画）に基づいて、「健康アクション佐 

賀２１」を展開し、啓発活動に取り組むとともに、メタボリックシンドローム 
や脂質異常、高血糖、不健康な生活習慣など、集団全体に広く存在する疾病リ 
スクを削減する対策として、健康者を含めた幅広い世代を対象に健康増進、疾 
病予防、介護予防活動を推進すること。 
    

ウ がん対策の推進 

 傷病別分類等において、悪性新生物（がん）の受療率や医療費が高い状況か 
ら、がん予防推進事業（がん予防推進員の養成、県民公開講座の開催、がんの 
悩み相談ダイヤルの設置等）や、子宮頸がん予防ワクチン接種費の補助、肝が 
ん緊急総合対策事業（医療機関での無料肝炎ウイルス検査、インターフェロン 
治療費助成事業）、がん診療連携拠点病院機能強化事業等を効果的に行うこと。 

 

 

（２）医療の効率的な提供の推進について  

  

ア 医療機関の機能分化・連携 

    県が策定する「第５次佐賀県保健医療計画」において、がん、脳卒中、急性 

心筋梗塞、糖尿病の４疾病及び救急医療、災害時における医療、へき地におけ 
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る医療、周産期医療、小児医療の５事業について、発症から入院、そして居宅 
等に復帰するまでの医療の流れや医療機能に着目した医療連携体制を医療圏ご 
とに確立し、地域連携クリティカルパスの活用等により医療機関の機能分化と 
連携を図ること。 

        
イ 在宅医療・地域ケアの推進 

 「第５次佐賀県保健医療計画」において、在宅療養支援診療所などの在宅医 
療を担う医療機関、救急医療機関、訪問看護ステーション、調剤を実施する薬 
局、介護サービス事業者等の関係機関が在宅患者を中心として有機的につなが 
る在宅医療のネットワーク化を構築し、在宅医療を推進する体制の普及を進め 
ること。 
また、「佐賀県地域ケア体制整備構想」を踏まえ、住宅政策との連携を図りつ 

つ、地域における介護サービス整備や退院時の相談・支援の充実を図り、地域

ケア体制を計画的に整備していくこと。 
 

ウ その他の医療費適正化のための取組み        

    診療報酬支払いの適正化を図るために行われている診療報酬明細書（レセプ 
ト）の点検調査事務や医療費通知への取組の推進等が、的確に効率的に行われ 
るよう関係団体等と連携を図りながら、後期高齢者医療広域連合及び国民健康 
保険者に対して助言を行っていくこと。 

 

 

 

 

 


